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セクハラ発言をした従業員に対する懲戒処分等が
有効とされた事例

～最高裁判所平成２７年２月２６日判決～

事案の概要   Ⅰ　

（１）本判決は、Ｙ社の男性従業員２名（以下、「Ｘ１」、「Ｘ２」といい、Ｘ１とＸ２を併せて「Ｘら」ともいいます。）が、複数
の女性従業員に対してセクハラ発言をしたため、Ｙ社が、Ｘ１について３０日間、Ｘ２について１０日間の出勤停止の懲戒
処分（以下、「本件懲戒処分」といいます。）をし、さらに、本件懲戒処分を理由にＸらの資格等級を１等級降格（以下、「本件降
格」といいます。）したため、本件懲戒処分及び本件降格の有効性が問題となった事案です。
（２）Ｙ社は、セクハラの防止を重要課題として位置付けており、「セクシャルハラスメントは許しません！！」と題する
書面（以下、「セクハラ禁止文書」といいます。）を従業員に配布し、職場にも掲示していました。また、セクハラの防止等に関
する研修への毎年の参加を全従業員に義務付けるなどし、セクハラ防止のための種々の取組を行っていました。
（３）平成２２年１１月頃から、Ｘ１は、女性従業員に対して、自らの不貞相手に関する性的な事柄や自らの性器、性欲等
について意図的に具体的な話をするなど、極めて露骨で卑猥な発言等を繰り返していました。また、Ｘ２は、女性従業員の
年齢や女性従業員が未婚であることなどを意図的に取り上げて、著しく侮辱的・下品な言葉で、侮辱・困惑させる発言を
繰り返し、派遣社員の給与が少なく夜の副業が必要であるなどと揶揄する発言をしていました。
（４）被害従業員の一人は、Ｘらによる報復や派遣元の会社の立場の悪化を懸念して、抗議や申告をすることを控えてい
ましたが、平成２３年１２月、Ｙ社を辞めるにあたり、Ｙ社に被害の申告をしました。
Ｙ社は、Ｘらの行為が、就業規則の「会社の秩序又は職場規律を乱すこと」に該当するとして、平成２４年２月１７日付
で、本件懲戒処分をしました。
（５）加えて、Ｙ社は、平成２４年２月２３日、Ｘらが出勤停止処分を受けたことを理由に、Ｘらを１等級降格しました。な
お、Ｙ社の資格等級制度規程によれば、社員が懲戒処分を受けたときは、降格をすることができる旨が定められていまし
た。
（６）Ｘらは、本件懲戒処分および本件降格により、給与及び賞与の減額等の不利益を受けています。
（７）第一審は、本件懲戒処分及び本件降格を有効としましたが、原審は、懲戒解雇の次に重い出勤停止処分は重すぎると
して、これを無効と判断しました。

（１）本件懲戒処分の有効性について（懲戒権の濫用か）
ア　本判決は、原審が、被害女性が明確な拒否の姿勢を示していなかったため、Ｘらがそのような言動も許されると誤信し
ていたことを、Ｘらに有利な事情として考慮していることについて、「職場におけるセクハラ行為については…職場の人間
関係の悪化等を懸念して、加害者に対する抗議や抵抗ないし会社に対する被害の申告を差し控えたりちゅうちょしたりす
る」ことや、Ｘらのセクハラ発言の内容に照らせば、これをＸらに有利な事情として考慮することは相当でないと判断しま
した。 
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イ　また、原審が、Ｘらが本件懲戒処分を受ける前に会社から事前に警告や注意を受けていなかったことなどをＸらに有
利な事情として考慮していることについて、管理職であるＸらは、セクハラの防止やこれに対する懲戒等に関するＹ社の
方針や取組を当然に認識すべきであったといえること、Ｙ社において被害を認識する機会がなかったことなどから、これ
を、Ｘらに有利な事情として考慮することは相当ではないと判断しました。
ウ　以上により、Ｘらが過去に懲戒処分を受けたことがなく、本件懲戒処分が給与上の不利益を伴うものであることなど
を考慮しても、本件懲戒処分は、懲戒権の濫用にあたらず、有効であると判断しました。
（２）本件降格の有効性について（人事権の濫用か）
本判決は、「本件資格等級制度規程は、…社員が懲戒処分を受けたことを独立の降格事由として定めている」ところ、「現
に非違行為の事実が存在し懲戒処分が有効である限り、その定めは合理性を有する」とし、Ｘらが、有効な出勤停止処分を
受けていることからすれば、本件降格も、人事権の濫用にあたらず、有効であると判断しました。

（１）セクハラ対策について
セクハラ発言を行うような従業員が職場にいると、他の従業員の士気や企業イメージを低下させ、会社の利益を著しく
損ないますので、十分な対策が必要です。
懲戒処分が有効であるためには、当該処分が相当である必要がありますが、第一に、本判決が相当性の判断において、被
害女性側からの明白な拒否がなかったことを加害男性らの有利な事情として考慮するべきではないとしている点は重要
です。被害女性が申告などをためらうことは少なくないからです。
また、第二に、本判決は、懲戒に至るまでに加害男性への警告や注意等がなかったことも有利な事情として考慮するべき
ではないとしている点も重要です。とりわけ、本判決がその判断において、Ｙ社がセクハラ防止を重要課題として位置付け
ており、セクハラ禁止文書を作成してこれを周知するなど、種々の取組を事前に行っていたことを考慮していることは注
目されるべきです。セクハラ防止という“事前のセクハラ対策”が、懲戒処分という現にセクハラが起こってしまった後の
“事後的なセクハラ対策”の場面においても重要になるということですから、企業にとってセクハラ防止の重要性は増して
いるといえるでしょう。
なお、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律は、職場におけるセクハラ防止のために雇
用管理上必要な措置を講じることを事業主に義務付けていますが（１１条）、かかる措置をとることは本判例のいうセクハ
ラ防止の取り組みにもつながると考えられます。
（２）懲戒処分を受けたことを資格等級の降格事由とすることについて
本件では、セクハラ発言について、懲戒処分として出勤停止処分がされており、これに加えて、資格等級の降格がされる
と、Ｘらに二重の不利益を与えることになり、問題になるのではないかとも考えられます。
   しかし、本判決は、上記Ⅱ（２）のとおり、資格等級制度において、懲戒処分を受けたことを独立の降格事由とする定め
も有効であると判断しており、実務においても留意されるべきポイントであると考えられます。
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本ニューズレター及び弁護士法人ALGからのリーガルサービスに関する情報（セミナー情報、法律相談に関する情報等を含みます。）をご希望される方は次のメー
ルアドレスに会社名、業種、氏名、役職、部署、電話番号及び配信希望先メールアドレスを記入したメールをお送りください。
弁護士法人 ALG は、本ニューズレター配信のために取得した個人情報について、弁護士法人 ALG からの各種ニューズレターの送信並びに各種リーガルサービ
スの紹介及び提供を行うために必要な範囲で利用させて頂きます。
なお、当該情報送信は、予告なく変更及び中止される場合があることをご了承ください。
■ 配信希望メールアドレス roumu＠avance-lg.com

執筆弁護士

本ニューズレターは、具体的な案件についての法的助言を行うものではなく、一般的な情報提供を目的とするものです。
本ニューズレターに関するお問い合わせは、下記にお願いいたします。
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